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第一章 ドイツ的生産モデルヘの誘い
第一節 ピオリ・セーペルの先導
ケルン・シューマンの『分業の終焉』と同じ年に，ピオリ・セーベルの『産業化の分水嶺』が出
ている。彼らはコンピューターの出現で大量生産の時代はフレキシプルな専門化の時代へと移行し
ているとし，ケルン・シューマンと同じように，フレキシプルな専門化では再びクラフト的な技巧
がよみがえると予想していた。プログラミングが作業に入ることによって，わずかな市場の変動に
すばやく対応できる生産システムが可能となったとみたのである。事例はあった。中部イタリアの
高級繊維産業地域，ザルツブルクやバーデン・ヴュルテンベルクなどの成功している新製品，特殊
鋼や精密機械工具，特殊化学製品，高級シューズ，モーターバイクやセラミックスの建築資材や家
具などの生産がそうで，それら製品がいずれも先端技術を利用しながらクラフト的生産原理に基づ
いて生産されていることをみて，大量生産に対するパラダイム転換が起こっている，としたのであ
る。そして電気炉による中小の特殊鋼メーカー，ョーロッパの主要化学メーカーの特殊品生産への
移行，ドイツの精密で特殊な用途の工作機械の繁栄と，日本の急成長する汎用的な NC工作機械生
産での下請け中小系列企業の重要性などの指摘が，どちらかというと，大企業よりも中小企業を中
心としたネットワーク型の新産業発展の方向を指し示すことになった [M.J. Piore/C. F. Sabel, 
1984, 17,205-220,258-268]。つまり，彼らの場合は，ケルン・シューマンのような企業規模を問わ
ない，自動化とともに生じている一般的な生産システムの転換論にはなっていなかった。それゆえ，
既成システムとの適合・不適合や構造変化の必要性やその際のコンフリクトはあまり話題としては
取り上げられなかった。また「クラフトの挑戦」や「クラフトの復権」を新しい産業時代の特徴と
本論文は平成10年度学部共同研究費による研究の一部である。
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して捉えたからであろうか，イタリアやドイツの職人的な組織や制度が特に印象的に，また肯定的
に描かれることになった。たとえば，フレキシブルな専門化の時代の職業訓練は，製品開発と生産
の間の協力を必要としかつ多様な職務をこなすことが必要になることから，これらを含んだものに
なる必要があるのだが，日本の場合は，高度な教育を受けた学卒者に対し，会社による OJTと，家
族的な会社観と，職場階層機構に沿った協力要請で可能となる熟練エとのコミュニケーションとで
それを満たしていると，比較的会社主導の対応のみが概括的に述べられていてそつけない。日本に
対しドイッシステムは反対に，高度に専門化された徒弟制度を持ち，それによって，フォーマルな
教育をうけることで管理職につけたり，大学出の管理職とコミュニケートできるほど仕事の包括的
かつ十分な理解に達している熟練工を供給できている，という。そして集合的なクラフトヘの誇り
が，熟練工間やその他スタッフとの協働を生み出すとするのだから，こちらのほうがどうも日本よ
りうまく行っているという判断がある。ピオリ・セーベルのクラフト復権コンセプトに適合的だか
らである [M.J. Piore/C. F. Sabel, ibid., 142£, 274f]。ただ，このドイツのクラフト的システムを
強調したからであろうか，ケルン・シューマンのような，新しいプロフェッショナルがさしあたり
半熟練工層の継続訓練で供給されてくるという「新しい生産概念」の提唱はない。
第二節 シュトレークの展開
ケルン・シューマンの「新しい生産概念」とほぽ同じ内容を述べながら，ピオリ・セーベルのコ
ミュニタリアン的発想を避け，より積極的に， ドイツモデルに基づく「多様化した高品質生産」コ
ンセプトをW. シュトレークが提唱している。大衆民主主義の要求から超然とした国家や，自由な
規制のない市場，強い経営権に基づく企業活動の自由と活性化などを求める供給サイドの経済学の
影響が強まる中で，市場調整と最低限の規制が効率性と完全雇用をもたらすという経済学の教科書
的な提案ではなく，むしろ高賃金や参加や完全雇用や平等などを保障する非市場的で高度に社会的
な制度が高い生産性と，競争的な市場を支えることもありうるとし，それを「多様化した高品質生
産」の時代が実現していくことを可能にしたと見るのである。ここで，「多様化した高品質生産」と
は，クラフト的な注文生産に基づく高品質品の生産が，マイクロエレクトロニクス技術によってフ
レキシブルに，多量に生産可能になったことを指している。ドイツのバーデン・ヴュルテンベルク
地方では事実，この生産方式への接近が，クラフト的な中小企業からも，大量生産の大企業からも
行われ，しかも高度に労使関係上また社会環境上の規制がしかれ，高賃金でハイレベルの生活水準
を基に実現されていたのであった。このような事実を背景に，シュトレークの提案は，多様化した
高品質生産の時代では，制度的な規制によって，供給サイドからの技術や資源の平等で効率的な利
用を知的で長期的な観点に立って実現すべし，というものである [W.Streeck, 1992, 2f., 9f.]。
シュトレークは市場とヒエラルキーが「多様化した高品質生産」に適応できない次元を 3つ提起
している。まず，企業間の技術と知識の移転を効果的にするためと，多大な開発投資の必要性また
取引費用削減の要請から，産業組織の分権化とアセンブラー，サプライヤー間の協力や同盟が不可
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欠になっており，ヒエラルキー組織ではこれらを実現することはできない。また企業の自由な競争
市場は囚人のジレンマのように，部分最適化を結果してしてしまうことがもともとあるのだから，
市場の障害を除去する規制緩和は上述のような要請にこたえることには失敗する。産業組織の要請
にこたえ，生産物市場を完全に利用するためにも，集団的な行動を調整する制度が不可欠である
[Ibid., 1lf.]。
第2の次元は，余剰能力の必要性が出てきていることである。不確実な市場と激しい技術変化に
際して，現場の広くかつ高度な技能が十分にあることが，利潤極大化の条件になってきている。テ
ーラー的機能分化の組織では対応はできないような，職務や業務の境界のあいまい化や重複が起こ
っており，直間労働の区分も薄れてきている。これに対応するために，多能化やチーム労働が追求
されている。技能向上と技能拡大の利益はそれによってフレキシプルな対応が可能になることであ
り，小企業間のネットワークも市場へのフレキシプルな対応を可能とするものである。また意思決
定の分権化と現場への委譲も同じくフレキシビリティーヘの要請にこたえるものである。そしてこ
のような組織対応が，従業員のローヤリティーを要請することになり，また従業員と経営の相互信
頼を，つまりは平和的な労使関係を必要とするようになるのである [Ibid.,16f.]。
第3は，クラフト生産をマスプロダクションに混入したことによる多様で高品質な製品の生産が，
私有財でなく，集団的な財の投入を要請することである。経済学では，私有化できない生産財の投
入はごくまれにしか（公共財として）扱われないが，「多様化した高品質生産」では，より多くの要求
をする市場に対応して生産システムが進化し，私的生産を集団的な要素投入に依存させるとともに，
繁栄をも集団的な要素投入に依存させる。国家による一方的な支給は，公教育を見ても，基礎科学
や基礎研究を見ても現にあるし，市場参加者に規制を求めたり義務的なものを求めることはより高
度な公的干渉を表すものである。集団的な要素を投入するために，マーケット参加者の競争と協力
の複雑な関連を管理するようになり，そのことが，たとえば，国家と市場の間で質的でかつ組織的
な接触をすることを不可欠にしている。このような集団的な要素投入は市場ではできない。企業組
織をとってみれば，たとえば信頼がある。信頼関係には互酬性が必要で，市場やヒエラルキーには
なじまない。労使関係の安定も，外部性を持っている。もし他の企業が労使関係の安定を犠牲に費
用削減に入ったことがわかれば，当該企業にとって囚人のジレンマから抜け出すのは難しい。つま
り同じように，非合理的な結果をもたらすような労使関係の安定を崩す選択をするだろうからであ
る。信頼ばかりでなく，グループ労働による生産性の向上が生じていること，技術移転における企
業間関係のあいまい化が現象していること，スキルの形成に，企業の訓練投資の内部化や回収が不
充分で，その結果として集団的な性格を付着した多能的でフレキシプルなスキルが形成されている
こと，これらは，いずれも集団的で，私有化が不可能な生産になっているからであると，シュトレ
ークは強調している [Ibid.,2f.]。
以上のような市場とヒエラルキーが調整できなくなった「多様化した高品質生産」にあっては，
政治的干渉や規制が当然であって，たとえば，余剰生産力は資源や技術の平等な分配政策によって
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中小企業によって汲み尽くされ，効率的に利用されていくのである。シュトレークにとってドイツ
が制度化しているさまざまな制約条件は，このような方向に適した先進的なものである。産業別の
団体交渉制度，共同決定制，大企業での会社都合解雇の困難性そして400種類にも及ぶ職業とその訓
練制度，それらによってもたらされた，高くて，格差の少ない賃金と，労働者の企業内定着が，ょ
り高い生産性を目指して行われる長期の訓練投資と結びついているのであり，その上今や， ドイツ
の生産システムそれ自身がテーラー的生産システムを脱してついに労働の人間化に向けて歩みはじ
めてもいるのである。このようなドイツシステムは，ドイツの生産システムの発展にとって重要で，
ポジテイヴに評価すべきものなのである [Ibid.,27, 32f.]。中小企業優位を説くピオリ・セーベルと
は違い，以上見たように，供給サイド，つまり投資活動の活性化を制度的規制によって実現するこ
とを説くシュトレークだが，最後に見たように，新たな構造変化に対するドイッシステムの適応可
能性を強調する点では，両者にそれほど違いがあるわけではない。つまり90年代にはいるまで，脱
テーラー主義的な生産システムに付随する変化にドイッシステムはうまく適応できるに違いないと
みていたのである。後に見るように， 90年代に入ってからは，セーベルはケルンとの共同研究を通
して，シュトレークはマックスプランクでの研究から， ドイツにおける構造変化の遅れとドイッシ
ステムとのかかわりや， ドイツ労使関係システムの修正の必要を論じるようになっていくのである
が [KernH.,/Sabel Ch., 1993, Streeck W., 1996 und 1998], そのような視点の変更を促したのは，
90年代に入ってからの経済のグローバル化と不況そしてリーン生産の衝撃であったことはすでに
「ドイツ労使関係の変容要件(1)」で述べたとおりである。
第二章 ドイツ的生産モデルの実際ーゲッチンゲン社会調査研究所リポートー
ゲッチンゲン社会研究所のM. シューマンたちは， 80年代初頭の『分業の終焉』が予想した「新
しい生産概念」が実際に産業で定着しはじめたかどうかを80年代末に実態調査しているのだが， 90
年代にはいって急激なリーン生産と不況の影響で「新しい生産概念」と多分に重複してくる（当初
はそう考えられていた）多能化やグループ労働が推し進められているということで調査対象をリー
ン生産の浸透まで広げ，時期を93年まで延ばしてドイツ生産システムに生じている傾向を論じてい
る。ケルン・シューマンが『分業の終焉』で「新しい生産概念」＝労働の再プロフェッショナル化を
ドイツの労働の将来と描く際の前提であった生産システムの自動化は広範に進んではいたが，すで
に (1)で述べたように，自動車や機械の最終組立工程では頓挫したことが80年代末には明らかに
なっていた。したがってこの点では「新しい生産概念」の進展にブレーキがかかったわけだが，人
間労働の重要度の高まりと多能化，高度化の傾向は明らかであった。他方でリーン生産の影響でグ
ループ労働がそのコンセプトははっきりしないままに普及しつつあった。グループ労働のコンセプ
トを明らかにしつつ，それぞれのグループ労働が果たす労働モラルや生産性への影響を調べ，その
うえで新しい生産システムの担い手＝システムレギュレーターはどの程度生まれているか，その際
何が影響しているかを克明に調べたのがこの調査報告である [SchumannM., Baethge-Kinsky V., 
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Kuhlmann M., Kurz C., Neumann U., 1994a]。
調査対象産業は自動車，機械，化学に及ぶがここでは主に自動車の調査に限定して紹介しておき
たい。この分野であれば日本の産業との比較が一定に可能となるからである。この調査については，
すでに (1)の注の中で述べたが，自動車では，フォルクスワーゲン，ベンツ， BMWの3社のユ
ニット部品と完成品の組立工場合計10工場を対象にし， 3社に共通して見れるプレス，車体製造，
塗装，完成車組み立て，部品加工，ユニット部品組み立ての各工程をおもにエキスパートヘの直接
インタビューで調査している。エ作機械工場についてのインタビュー形式の調査は，同じく 10工場
で行われ，加工部門では， CNC機の設置で，また組み立てでは操業開始時の際の活動で詳しい現場
調査をしている。この外，機械での被用者への聞き取り調査は時間的に難しかったためにおこなわ
れず，その代わりに，アンケート調査が行われ，回答の正確さを期すために電話での確認が行われ，
17事業所の雇用や作業構造のデータが集められている。ここでの調査の焦点は機械加工と，組み立
て・顧客サービスの分野での労働システムの構造変化である。調査の目的は，この間のME合理化
に伴って生じている両産業における技能や知識の高度化，多能化，システムレギュレーターの生成
の程度におかれているが，グループ労働をめぐるコンセプトの整理や普及の程度についての調査は
おもに自動車産業で行われている。調査時点でのエ作機械産業ではグループ労働はまだ普及してな
かったためである [Ibid.,42£., 390£.,]。システムレギュレーターの存在とグループ労働の展開が，
職場の労使関係を変形させていく基本要因だというケルン・シューマンのシェーマからすれば，以
上の調査状況からすでに述べたように，調査の焦点も，またその紹介もおのずと自動車産業におけ
る合理化による生産システムと職場労使関係の変化に集中するのはやむを得ない。ただし，システ
ムレギュレーターの存在はエ作機械工業のほうが多く，機械加工部門の生産現場でCNC機の導入
に伴って，オペレーターの仕事にプログラムの最適化作業が統合されたり，顧客サービスで顧客側
の同時的生産の要求もあって，ハイプリッドな技能が培われている，など「新しい生産概念」とい
う意味ではその特徴をよりはっきり帯び始めたエ作機械工業の調査 (KapitelC)は，グループ労働
の動向を見ようという本論との関連でなければ，より詳しい紹介がなされてしかるべきであろう（紙
幅の関係で省略）。
第一節 90年代の合理化の特徴とシステムレギュレ＿ターの数的把握
90年代に入ってからの自動車産業の合理化の新たな特徴を，シューマン達はまず費用削減を主た
る目的とした合理化として捉えている。費用のかさむオーバーエンジニアリングが反省され，自動
化のテンポは遅くなり，製品開発と設計の期間短縮で，部門相互の連結や重複がおしすすめられ，
そのために職員層でもチームを組むことが多くなっている。生産工程では80年代にはすでにコスト
センター構想が展開され，原価や品質の管理が徹底され始めていたのだが，品質保証が生産工程外
の独自の分野であるといった考えが変わり，工程内で欠陥品を出さないようにするようになったの
も90年代に入ってからである [Ibid.,49, 69]。グループ労働やコストセンターをめぐる議論のおか
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げで，機能や課業の統合が進んで，組織革新が起こり，職場により一層の技能や責任をおろすよう
になっている。部品の外注化には当該職場の管理者層や経営協議会の抵抗があり難しかったが，こ
れもリーン生産をめぐる議論でドイツの内製化率の高さが問題となってからは，リストラを伴った
アウトソーシングが行われ最適内製化が求められるようになっている。その上で新しい能率向上策
が追求されてきている。賃金設定による能率向上は， ドイツではアコード賃金をベースにして，こ
れに各種手当てを加えたり，賃金グループの階層を増やしたりして対処してきたが，自動化工場で
は能率向上にアコード労働が影響することが少なくなり，アコード賃金の基盤がすたれてきた。か
といって代わりの賃金設定で能率促進が行われるようになったわけではない。エ数削減のために能
率向上を図ろうとしても，自動化工場でのエ数の設定は，事前にマネージメント側でおおざっぱに
は決めるのだが，その確定は経営協議会が介入して現場の交渉で行うのが一般的であった。したが
ってエ数設定のような効率性の計算には，全体として複雑な配慮が為されていた。自動化で作業が
故障の際の対処に重心を移し，装置の効率利用に強く傾くようになってきて，結局変化したのは，
調査工場の多くで今まで能率給として広範囲に採用されていたアコード賃金がその設定の意味を失
ぃ，代わりに固定賃金が設定されるようになったこと，一部でプレミア賃金の導入が検討されてい
ることであった。他方，非自動化工場でも変化の圧力はあって，労働組織はかってのような労働科
学による詳細な職務設計ではなく，広く括られたグループ労働に適し，不断の工程の改善に適した
ものでなくてはならなくなってきている。オペルの新しいプレミア賃金システムはこの方向を目指
したものである [Ibid.,59f.]。
以上のように， 90年代にはいってからの費用削減圧力で， 80年代の自動化に代えて組織変化の方
向が出てきているのであるが， 92年末からの不況で大量の人員整理が行われる中でスピードアップ
しているのが現状である。 90年代合理化をこのように捉えて，シューマンたちは懸案の労働力構造
の変化の特徴，システムレギュレーターの現存状況の把握に入っている。それを見てみると，まづ
自動車産業の労働力構造で注目すべきことは，職員の比率が80年の20%に比して91年には23%と上一
がっていて技術革新の成果が見えることであるが，すでに見たように，生産現場における組織革新
の一つの目安である品質の自主管理はまだ始まったばかりであることから，この点での権限の現場
委譲はあまり進んでな<,1991年に品質管理に従事する者の割合は調査自動車工場で7%に上って
いた。事業所内の保全作業従事者が6%ほどであるから，品質管理従業者が相当いたことになる。
調査対象企業の91年の従業員数は29万4千人だから， 2万人強の品質管理従業者がいたということ
である。ちなみに，研究開発や事務，倉庫関係などの従事者は25%,直接生産者が62%となってい
る。直接生産者のうち，システムレギュレーターと呼べる作業に従事している者は機械工業10%,
化学では47%となっているのに，自動車ではまだ8%ほどで， 80年代初頭の 1%よりは上がっては
いるものの予想されたほど増えてない [Ibid.,6f.]。
シューマンたちの認識では， 90年代にはいって改めて手労働の重要性が認識されてきているが，
単純で反復的な作業も増えていて，この作業がシステム調整的になるかどうかは，流動的であると
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している。すなわち，課業統合やグループ労働の進展でシステムレギュレーターの職務範囲でない
ワークの脱着のような単純作業が統合され，知的技能水準が下がることもありうる， と見ている。
さらに，このような労働力構造から，自動車産業での熟練技能者の割合はあまり変化を示していな
い。単純半熟練工の割合は，生産労働者の60%を占める。要するに，生産システムのコンセプトや
構造的な変化は予想を裏切ってまだ出てきていないのである。そればかりではない。就労者の技能
資格と実際に要求される技能とが乖離していて，過剰技能が発生している。この点はすでに (1)
で述べたように， 80年代前半期のユルゲンスたちの調査の際にも指摘されていたことであるが，自
動車工場では組み立て工程で顕著に見られることであった。シューマンたちの調査対象工場では，
金属加工工程では，生産労働者の30%が関連職の職業訓練資格をもっており， 21%が非関連職の職
業訓練資格保持者であるが，実際に熟練や熟練キャリア組の作業に従事しているのは27%,半熟練
のキャリア組として従事するのは30%いた。したがって最も熟練技能者が多いと思われるところで
も，過剰技能は発生していた。プレス工程では，関連熟練資格所持者は27%,非関連熟練資格保持
者は18%で，実際に要求される技能は，熟練と熟練キャリア組をあわせても19%,半熟練キャリア
組は32%にのぼった。これがユニット部品組み立てや，最終組立工程になると，もっと離れた。ユ
ニット組立工程では，関連職業資格保持者は34%,非関連は17%であったが，実際は熟練工職につ
いているのは13%,半熟練キャリア組が37%であった。最終組立工程では， 31%の関連職業資格保
持者， 29%非関連職業資格保持者に対して，実際は，熟練職従事者は8%,半熟練キャリア組は25
％であり，残り67%は何らかの単純半熟練職務に就いていた。なお，何らかの多能エ化によってま
ったくの単純不熟練工職務はないとされている [Ibid.,72ff.]。対象工場全体では，多能で知的な職
務に就くシステムレギュレーターは，プレスと，金属加工で4分の 1と多いが，車体製造では 6%,
最終組み立てに至っては 1%を占めるに過ぎない。ただユニット組み立てで9%と比較的多いのは，
自動化の進展がここではかなりあったからであろう。それよりも単純労働の多さは相変わらずで，
そこに熟練資格保持者がかなり従事しているといった状況もあまり変わってないと見てよいだろ
う。ただ，多少の変化はあった。ゅっくりではあるがシステムレギュレーターは増えてきており，
したがって80年代以来の生産システムや労働組織の基本的な方向はおなじで，自動化や装置化に伴
って，故障対策が重要になり，保守や修理を現場で行い，これに品質管理や改善が加わって人間労
働の重要さがますます増えてきている点には変わりはない。むしろこのような労働の多様化で，シ
ステム調整の仕方にいくつかのタイプが出てきていてるとして，シューマンたちは，このタイプ分
けと，各工程ごとにどんなタイプのシステム調整が行われているかを詳しく見ている[Ibid.,82ff.]。
第二節 システムレギュレートのタイプ化と労働の人間化の度合
システム調整のタイプは 4つに分けられ，旧式の機能分化の徹底した調整タイプから，機能統合
が進んで分業がなくなり，自律性の高いチームでの調整タイプまでがあるという。第 1タイプは，
品質管理や保守作業は分離しており，その上で，生産に関して，複雑労働と単純労働の分化が行わ
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れるような調整の仕方である。システム調整は，装備や工具の交換をし，生産に関連する故障を除
去するような作業と，単なる監視や単純で定型的な周辺業務とにはっきり分かれ，機能統合の拡大
や能力開発の可能性はない。情報化とともに専門能力が高まって，特定部署のエキスパートが生ま
れた場合もこのタイプのシステム調整になる。第2のタイプは，機能統合の方向は出ているが，そ
の水準が低いケースである。そして，各専門家の業務の負担を一部軽減すべく生産に関連した単純
で定型的な保全，品質保証をシステムレギュレーターとして半熟練エが担っているのがこのタイプ
である。ただしこのタイプのシステム調整はチーム労働にはならない。第3は，統合水準が上がり，
システムレギュレーターは，工程ばかりでなく，故障の診断や除去も管轄にしている。保全や品質
保証の分野まで実践的かつ理論的理解が及んでいる。別の専門部門や技術系のスペシャリストとの
協力関係も変わりはじめる。ただし機能統合という点でこのタイプの種差は多く，それぞれ統合の
程度の差は大きい。第4が完全統合タイプで，分業はなく，この場合には，テーラー的生産システ
ムから離脱しているということができる。計画や他のスペシャリストの分野と生産の距離が接近し，
生産労働者が生産計画に関するスペシャリストとの対話の相手になっている。機械や電気の保全工
や生産労働者からなるチーム労働が展開され，チーム内の相互の能力開発が行われている。ただし，
現存の保全部門から生産に配転してかかるチームを作ることには成功してないという。職業訓練の
終わったばかりの若い熟練エがこのようなチーム労働を担っている。タイプ1のような狭いシステ
ム調整は，おおむね非関連職の訓練を受けて半熟練エとして自動車工場で働く労働者が担当してお
り，第2のタイプは，追加訓練で技能をあげた半熟練エが多く，第3のタイプは，高い工程に関す
る技術とシステム的理解力を持っている高度熟練工によって担われている [Ibid.,91ff.]。
以上のような分類に基づいて，シューマンたちは，自動車工場のどの生産部門にどのタイプのシ
ステムレギュレーターが多いのかを検討している。これを主に機械加工と最終組み立てのケースで
見ておこう。前者では，調査対象工場全体でシステムレギュレーターは，労働者の27%と多く，後
者ではこの割合は， 1%と極端にすくない [111,160]。ユニット組立工程では9%のシステムレギ
ュレーターが占めているから，シューマンの言う労働の「再プロフェッショナル化」が認められる
のは，最終組立工程以外の生産部門だといってもよさそうであるが，シューマンたちはテーラーシ
ステムの将来の方向を確認するためにこの工程の労働組織を詳しく論じている。
機械加工は，かつては少数の調整エと多数の不熟練オペレーターがいるといった職場だったのが，
80年代の自動化で手作業がなくなり，治・エ具の取り替えや，機械のオペレーションや故障の除去
などが，稼働率の維持や多品種化の影響でそれぞれ分離した作業でなくなり，結局不熟練工はいな
くなり，旧型の調整エも次第に消えていき，代わりに若い金属工の資格を持つ労働者が，治工具の
交換や機械の操作や故障の除去などの多能的な職務をこなすようになった。こうして熟練度の高い
多能エ化を専門工のチームで達成するという理想は方向としては出てくるが，調整工の抵抗や保全
工のチーム労働の拒絶，さらに上司の抵抗もあって，多能化の実際はそれほど進展していない。た
だし，フォルクスワーゲンの一工場では，経営協議会の半熟練エも含む技能向上要求がとおり，グ
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ループ労働による保全や調整の統合にむけた取り組みがあって80年代末には上記多能化に近い方向
が模索されていた。こうして，自動化に伴ってシステムレギュレーターとして機能する労働者の割
合は多くなっているのだが，シューマンたちの理想とするタイプ4に向けた動きは実際にはまだわ
ずかしかでていなかった [Ibid.,102ff., 118]。
組立工程の自動化には，工程全体の流れをあまりなく自動化の束でレイアウトする場合と，手作
業の流れの中に部分的に機械化が行われているケースとがあり，ュニット部品組み立ての場合は，
前者にはフォルクスワーゲンのギア組立工程やベンツのシリンダーヘッド組立工程が該当し，後者
にはネジの締め付け工程が該当していた。最終組立工程は，自動化工程が手労働の工程と並列して
いたフォルクスワーゲンの「ハレ54」を除けば，工場間で程度の差はあるが，ほとんどが，手労働
が中心の工程にロボットによって自動化された部署が置かれていた。いずれの工程でも部署や装置
の監視作業と平行して小さな故障を除去する作業が現場作業に加わっていた。大きな装置の監視に
なると特別装置担当チームが形成されたり，大きな故障には保全工が呼ばれている。自動化の動き
がストップした最終組立工程ではすでに見たようにシステムレギュレーターはほんのわずかしか出
ていないが，自動化がかなり進んだユニット部品組み立てでは，システムレギュレーターはかなり
多く，手労働者との協働が展開されている。加えてそれほど複雑でない短いサイクルタイムで働く
労働者大衆と，多数の技能資格を要し複雑な組立作業をする「交代要員」とか「手直し労働者」と
呼ばれる労働者が居り，それに少数のそれほど高度な技能は要らない検査エがこれに加わる。シス
テムレギュレーターになれる機会は，組立工に開放されているが，多くは若くて専門工の資格を持
つ者がシステムレギュレーターになっている。ただ半熟練エも一部でシステムレギュレーター的技
能向上を必要とされた。組み立てで欠陥個所が出た場合それをあとで手作業で手直しする必要があ
り，その作業には資格というより経験が必要だったからである。ただ，フォルクスワーゲンのよう
に，経営協議会の強い要求で，組立工の保全技能の統合が達成されたところは別にして，他の工場
では，保全工を組立エとチームに統合することは，保全工の抵抗でできてない。それゆえフォルク
スワーゲンのケースを除けば，システムレギュレーターの多能化の程度は手直し作業を含む技能向
上と，一般的な品質自主検査などであまり深くはない [Ibid.,148ff., 15lf.]。そして，事業所毎にそ
の数はかわり，最終組立工程では，一番多いのは，フォルクスワーゲンの 1工場で2%,ベンツの
1組み立て工場にはいない。 BMWでは 1%の割合である。これがユニット部品組み立てになると
増えてくるが， BMWのギア組み付け工場には16%も居るのに，ベンツの工場では， 3%と少ない。
エンジン組立工場ではそれぞれ， 1%と2%の割合となっている。 90年代にはいって自動化の進展
はとまったこともあり，シューマンたちはシステムレギュレーターの増加のスピードはかってと同
じく遅いとみている。システム調整のタイプも，フォルクスワーゲンの 1工場でタイプ4'ないし
タイプ3のシステムレギュレーターがかなり出ているほかは，同じフォルクスワーゲンでも，最終
組立工程の工場ではそのタイプはせいぜいタイプ1か2にとどまっている。ベンツの工場でもタイ
プ1か2がほとんどで，タイプ3はわずかである [Ibid.,158ff.,]。
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以上のように，システム調整は，なお数的には多くないのだが，その存在は多能化の程度の差を
示しつつも確認されるものであった。シューマンたちはなお残っている手労働の統合問題，熟練資
格保持者による充足，保全労働の統合，現場での品質保証，そして実際は行われてないが，現場の
関心は高い生産計画や最適化への生産労働者の参加（改善）や生産組織の分権化などのシステム調
整の課題を整理して， 90年代にますます発展しているものとしてグループ労働と，賃金問題がある
ことを指摘している。グループ労働の発展は，自治や平等を発展させ，技能を平準化してマイスタ
ーの権威を喪失させ，グループが生産プロセスにかなりの影響を及ぼすようになるだろうとみてい
る。賃金は，相変わらず，アコード指向で，分析的職務評価に依存しているが，事業所内では，ほ
とんど固定賃金化しており，またプレミア賃金への移行が出てきていると指摘している [164ff.]。
さて， 84年の『分業の終焉』以来，システムレギュレーターの生成と将来の発展をドイツの中心
産業（機械，化学）における生産システムの不可避的事態とみているシューマンたちは，システム
レギュレーター114人へのインタビューを行い，職務拡大や充実をかなり制限されたタイプ(R2)と，
広範な工程担当能力と関与可能性を持つタイプ (R3<R4)に分けて，与えられた仕事への関心や，
負荷や，自由度や，生産コントロールの程度そして満足度などを聞いている。労働の人間化の程度
を測ろうとしているのだが，ここでは，職場労使関係の変化に関連しそうな項目に注目してインタ
ビュー結果のみを見ておくことにする [219ff.]。仕事への関心や技能水準の向上は， R2よりも R
3, R 4となるにしたがいより評価は高まるのだが，システムレギュレーターの評価はいずれも高
い。自律性の評価も一定に高く，経営サイドの生産や能率コントロールはあまり意識されてなく，
情報処理技術の進展と信頼関係の形成で，自律性を維持することがある程度できている。能率調整
への可能性をかなり感じ取っているという結果が出ている。そのための技能水準の向上を克服可能
とみており，したがって仕事上の負荷もそれほど強くないと感じている。現状に対する評価はR2
よりはR3やR4が高いのだが，いずれもある程度の満足を示し，将来の技能資格の向上と昇進を
展望している。つまり，システムレギュレーターは，予想された「労働の人間化」の効果を示し，
生産や，能率のコントロールに一定の自律性を持つという展望を抱いている。したがって，特に，
完全な自律性をまだ獲得してないR2, やR3のシステムレギュレーターはテーラーシステムから
の離脱が遅れ，行動や生産への関わりにおいて制約があり，能力開発においても制限されているの
で，現状の分業構造への批判は厳しいものがある [SchumannM., u. a., 1994a., 229f.]。
第三節 テーラーシステムからの距離
シューマンたちは，続いて，テーラーシステムからの離脱の現状と方向を確かめるべく，主とし
てベルトコンベアーによる生産が行われている最終組立工程に焦点を合わせて，合理化を検討して
いる。最終組立工程でベルトコンベアーがなくなるかどうかが，その際の中心論点である。単調で
反復的な労働から労動者が脱出できるかどうかという， 80年代初期の労働の人間化の観点からばか
りでなく，高度で多様化してきた消費者の要求にこたえる必要から，フレキシビリティーの確保や
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品質，安全などの保証を実現するためには，ベルトコンベアーを中心とした流れ作業方式の見直し
が不可欠になっている，という判断がそこにはあるからである。組立工程の複雑化，多様化，素材
の変化などが，ベルトコンベアーによる流れ作業方式を費用やフレキシビリティーの点で限界にさ
せている，というのである。ベルトコンベアーシステムでは，分業は極端に推し進められ，労働内
容は単調になり，作業はタク・トに強制されるようになる一方で，手直し作業や，部品組み付けの不
備の修正，品質保証，そして保全のような「専門家の機能」はラインから外される。したがって，
生産量の変動や多品種化で求められる作業の多能化，現場自主品質保証の機能などはベルトコンベ
アーシステムでは満たすことができない。それゆえ，需要の変動にあわせて生産量の調整やモデル
チェンジが頻繁になり，混流生産が常態になってくるとベルトコンベアーシステムでは不可欠なラ
イン間のバランスの維持が崩れ，さまざまなバランシング・ロスが発生する。そのロスはタクトが
短いほど大きくなっていく。シューマンたちは，ボルボの研究者であるベルグレンの研究に基づい
てこのバランシング・ロスの問題を取り上げ，作業の高度化や労働配置の柔軟化，生産素材の変化
などと共に，テーラー的ベルトコンベアーシステムでは対応不可能な事態と見，そこからの離脱の
模索がドイツの自動車工場によって試みられてきた，とするのである [Ibid.,245, 247ff]。バランシ
ングロスは，ベルグレンやユルゲンスの説明では，タクトをすべての職務で同一に維持できないと
いう，タクト調整ロス，工具や材料の運搬に伴うロス，混流生産や生産調整で発生するような，追
加的な後直しや検査要員の必要に伴うシステムロスを指している。そしてこのロスをベルトコンベ
ア一方式の工場の事例で計算すると， トータルでは，ロスのない理想状態に比して， 120%から135
％のロスとなると計算している。ベルトコンベアーシステムを使わない静止状態での自動車組み立
てでは，このロスはごく小さくなるから，ボルボのウデバラ工場方式のほうが生産管理上望ましい
という結論になる [BerggrenCh. 1991, 98ff, Jurgens U., 1997, 264-5]。ただそれは，内製化率の高
ぃ，テーラー的生産方式の浸透の度合いの高いヨーロッパの自動車工場での問題解決法の一つでは
あるが，普遍的な解決とまではいえない。なぜなら，テーラーシステムからの完全な離脱ではなく，
それゆえベルトコンベアーシステムを利用しつつ「無駄の排除」を目指して，かんばん方式やあん
どん方式を編み出し，生産の平準化を達成するために，多能化や品質管理を徹底させた「トヨタ式
生産方式」は，生産現場に広い意味での生産管理を委譲することによって，このラインバランスを
多品種少量生産下でも維持することが可能な生産システムにした，と見てよいからであり，それゆ
えにまた「リーン生産方式」として90年代以降ヨーロッパに広まったと見れるからである。バラン
シング・ロスと日本の現場生産管理の兼ね合いを料酌することはここでの課題ではないが，最近の
日本の自動車産業の生産管理や人事管理に関する調査結果［中村， 1996,1999, 石田，藤村，久本，
松村， 1997,富田， 1998,仁田， 1999]は，生産管理を現場に委譲していることの生産システム上
の重要さを指摘していて，この問題解決のもう一つの手がかりを明らかにしていると思われる。た
だ残念なことには，ヨーロッパの研究者がベルトコンベアーシステムの限界をこのラインバランス
の維持不能という点に求めながら，それとの関連で，日本の「リーン生産方式」の利点と欠点を分
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析してないことである。この問題の指摘をベルグレンの研究に依拠するシューマンたちも同じで，
リー ン生産は， ドイツがとろうとしていた「労働の再プロフェッショナル化」への挑戦といった観
点からの接近にとどまってしまっている。したがって，重要な経済的な論点に踏み込むことはでき
ていないlo
ともあれ，ここでの確認は， ドイツの自動車最終組立工場におけるペルトコンベアーシステムの
見直しと，代替策の模索が行われていた，ということである。主要ラインが多くのラインに寸断さ
れ，平列ベルトに組まれたものや，主要組み立て工程に前工程を入れることによって，この前工程
がモジュール（複合部品）生産に近い方式になったものが考案された。そしてベルトコンベアー方
式の見直しは，組み立ての作業を拡大したり，専門的な機能や間接労働や自由な処置作業を統合す
ることで職務の内容を拡大したり，グループ内のローテーションを含むグループ労働を実施するこ
となどで行われた。まず最初の，タクトを長くしたり，束ねたりして行われた課業拡大の経営のね
らいは，要員のフレキシプルな確保と手待ち時間やタクト調整ロスの削減であり，また多品種生産
の問題克服であった。ただ実際は，フォルクスワーゲンの工場を除けば，これらの課業拡大に要す
る訓練は，技能資格の向上に基づく賃金引き上げに会う，という経営側の判断であまり行われず，
それゆえ初期的な段階を抜け出ていなかったという [Schumannu. a., 1994a, 254ff.]。それでは，
すべての組み立て関連作業をこなし，特別仕様の場合には，追加的な組み立てエキスパートとして
働き，ベルトの内外で組み付け不良個所の手直し修理作業をするリリーフマン (Springer)機能の
統合はどうか。ドイツの現行の職務評価に基づく横断的な賃金階層区分では，ベルトコンベアー内
では組立工とリリーフマンの間に 2階層の，ベルトコンベアー外では 4階層までの賃金グループの
開きがあって，それを前提に職務統合による賃金引き上げ要求を充たそうとすれば，コスト上昇に
つながることは必須であったから，リリーフマンの削減と課業拡大は極めて困難であった。また，
タクトに強制されるペルト内での組立作業に追加的な業務を統合することは，実際上ほとんど不可
能で，したがって手直し労働はタクトと連動はするが，ベルト上の別の課業として，あるいはベル
ト外の作業として想定されていた。こうしてこの統合は，コストの面からも，また半熟練エキャリ
ア組や専門エの抵抗があったということからも進んでいなかった。 1991年の調査工場の組み立て労
働者約4万5千人のうち，手直しエは23%を占め，そのうち専門工は 7%,半熟練キャリア組は11
％，すなわち手直しエ約1万人強中の8割近くは，半熟練キャリア組以上の労働者によって構成さ
れていたのであった。この割合は，高級車を作る BMWでは専門エの割合が49%と高く，フォルク
スワーゲンでは，半熟練キャリア組が64%を占めるというように，各工場ごとに違いはあったが，
経営によるベルトコンベアーのタクトと連動しての手直し作業の統合の試みに抵抗するには十分な
数であった [Ibid.,258]。ではその他の間接作業の統合はどうだろうか。
品質管理に関しては，ベルト作業から離れた自主検査が導入され，かつてのようには検査工はい
なくなった。ただ，自主検査といっても，作業は単純で，スタンプを押すとか，受け取り表を出す
とかにとどまり，日本のように工程で品質を作り出すために， QCサークルを始めとした品質保証
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のための現場管理が行き届いているわけではなかった。保全作業の統合は，ネジや鍵の調整のよう
なものは統合されているが，搬送技術の保守作業が組立工によって担われるということはなかった。
実験的なプロジェクトで統合が試みられてはいるが，実現されてはいなかった。その他ロジスティ
ックも組立工の作業範囲ではなかった。グループ労働にちなんで，改善提案を促すような参加や自
己組織に関するコンセプトは，ここではほとんど用いられることはなかった[Ibid.,260ff.]。こうし
て，シューマンたちの展望する高技能化した専門工はベルトコンベアーではほとんど見出されない。
90年代にはいってからの状況は，一層パラドクシカルで，一方で再構造化や統合の動きがあるかと
思えば，他方で，手直し労働の多さに現れているように，機能的に専門化と分離が相変わらず構造
を規定している状況にある [264]。しかし，シューマンたちは発展の傾向を最終組立工程での労働
カの新たな利用コンセプトの模索と見ており，その手がかりをすでに80年代末に実験的に行われた
ベルトから離れたポックス生産システムの中に見出そうとするのである。
調査対象工場の生産労働者の4%ほどが関わったパイロットプロジェクトは， 70年代の労働人間
化の単なる再現ではなかった。生産性の向上が主な目的であり，調査工場のほとんどがベルトコン
ベアーシステムのタクト調整ロスや運搬ロスを解決するために，主要ベルト作業にとってボトルネ
ックだったドア，ギアー，コックピットやバッファーの組み付け，配線作業などを主工程から外し，
無人搬送機を使ってボックス型の静止作業で組み付ける方法を実験的に採用したのである。そして
このボックス型のサプシステムはそれ自体としては，潜在的には課業拡大や作業上の余地や自律性
に大きな可能性を開くものであった。若い労働者がベルト作業につきたがらないという労働市場の
状況も影響していた。反復的な労働に魅力を見出さなければならなかった。ME技術革新下の労働は
自主的で，創造的で，参加意欲の豊かなものと想定され，ベルトによる強制や拘束は不可能だと見
られていた。労働内容を職務統合やローテーション，参加や責任で豊かにし，技能向上を図ること
は共通の目標であったが，他方，ボルボ型のボックスタイプの労働の経済性についての経営側の疑
問は解けてなかった。自律性や作業上の余裕をどの程度与えたらよいのかなどは，回答が出なかっ
た。そして結局ドイツの自動車工場がとった実験の方向は，日本的でもスウェーデン的でもなかっ
た。日本モデルは，経済や文化の構造が移転できないからということで採用されなかった。スウェ
ーデン方式は，品質重視の競争圧力がかかり，採用は無理になった。だから， ドイツの自動車工場
は独自のボックス生産システムを作り上げる道を模索したのである。人間的な労働で生産性の向上
を図るのが目的であった。シューマンたちは，この80年代末から90年代はじめの各自動車組み立て
工場の実験を，「フレキシプルなテーラーリズム」と「強化された職場」の二つの型に分類している
[267ff.]。「フレキシブルなテーラーリズム」は，ベルトコンベアーからは離れるのだが，ボックス
の配置が全体の生産経過にあわせて並列化されていて，作業分解の原理は維持されていること，ま
た，作業の遅れを信号で知らせるようになっていて，搬送機による能率促進が行われていること，
現場職制の直接的な人事コントロールがあることなどで，流れ作業の原則が維持されているような
ボックス生産である。ボックス内にそれぞれの複合部品を 2分から 6分の間に組み付ける作業場が
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2つあって，組み付けられた複合部品を次のボックスに運ぶべく搬送機が動いているので，ポックス
内の作業終了の同期性が必要となっている。機能統合は品質保証に関するもの以外はない。それと
タクトを延長するということで始まったこのような処置は，ボックス生産の不均等問題などの能率
操作や従業員のコンフリクトのために行き詰まってしまったという [275ff.]。専門工の投入は多能
化で期待されたが，経営にとっては昇給にまつわるコストが絡んできたし，実際にその点での要求
を緩和するために投入された半熟練工や派遣労働者の場合には，技能向上に関する問題があった。
「強化された職場」の場合には，まずボックス内に15, 6分の作業時間の作業場が3, 4あり，
ポックスのほかに，前組立工程や中継ぎ工程がある。また搬送機の進入は中央コントロールされて
いるが，滞留は中央でコントロールされないで，各ボックスのコントロール下にある。したがって
作業はタクトに縛られてない。能率コントロールは，経営サイドでは MTM方式に基づく標準時間
の設定がなされ，余裕時間の維持のようなことはモニター上の時間コントロールシステムかマイス
ターの指示で行うという形を取っているのだが，生産性の微調整は従業員にまかされている。この
方式の場合は，品質管理や在庫管理，手直し作業などの追加的機能の統合がある。しかもそのこと
が，作業上の余地を生み出すことになる[280f.]。シューマンたちはこの方式をさらに，集団労働に
おいて自律性がほとんどない場合，限定されている場合そして自律性が付与された場合と分けて，
3つにタイプ化して各タイプの労働組織が自立に関連する項目でどの程度を実現し，品質管理でど
の程度機能し，作業の内容や広がりをどの程度実現しているかを比較検討している。ここでは詳し
く紹介はしないが，「フレキシプルなテーラーリズム」が検討項目ではそれぞれにおいて低位の位置
にあり，自律を付与された集団労働が高位の位置にある事は容易に想像が可能である。ただし，自
律性を付与された理想に近い集団労働は，あっても例外的に希なケースとして押さえられている。
既に見たように， 80年代末に行われた試行錯誤は，ベルトコンベアーからの離脱を目指し，しかも
タクト強制からも離れた「強化された職場」の方式に従う機能的モジュール組み立てを志向するも
のであった。ただそれらの試みは実験段階を出ず，しかも多能化や機能統合，問題解決やコミュニ
ケーション能力の育成などの目標は，時には熟練手直しエや保全工の抵抗で挫折を経験しながら例
外的に，あるいはごくゆっくりとプロジェクト化されていったのである[32lf.]。そして，プロジェ
クトの経済性を除けば，労働者の受容，労働意欲の増加，分権的生産や分権的労働様式の利益など
の点に関してプロジェクトは肯定的な評価をうけとった。こうして，ベルトコンベアーの原理はな
くならなかったけれども，ベルトから離れることがとりもなおさず旧来の生産工程編成策の代替で
あったし，また全工程のフレキシプル化を補うものであると考えられたのである [Ibid.,327f.]。
しかし90年代のシューマンたちの調査結果では，リーン生産に関する討論と，スウェーデン方式
に関するネガティブな報道の結果，ベルトコンベアーからの離脱の傾向は少なくなってきており，
事業所がライン中心の解決方向を好むようになっているという事態であった。ただ，かといってテ
ーラーシステム的なベルトコンベアー方式が支配的になるとはみていない。たとえば，現にドイツ
で試みられているジャストインタイムは，事業所内モジュール生産の計画に相応することを外部化
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するような形で，下請け業者への加工と組み立ての外注化を促すから，中央で操作するような流れ
作業方式の原理は後退し，新しい生産のネットワークが築かれると見ている。したがって，ジャス
トインタイムがおこなわれても，分権的な生産方式が利用されるのは当然であり，そのような合理
化の中で，ベルトコンベアーからの離脱の問題は伝統的な生産方法の再構造化のための中心的な論
点となるだろうと予想するのである。事実，メルセデス・ベンツのラシュタット工場はモデル工場
として全工程でテーラーシステムに代わるような形態を指し示している，としてその可能性を強調
している [329f.]。90年代に入って，ベンツでは他企業に先駆けて IGメタルの参加の下，経営協議
会との経営協定によって，自律的で改善活動を含むグループ労働というコンセプトを導入し，モジ
ュール生産方式に基づく工程設計を展開する，という計画があり，シューマンたちはその実現に期
待を寄せていたのである。ラシュタット工場でのグループ労働の計画はのちにみるように， 92年か
らの不況を契機にベンツ経営側の方針転換で崩れてしまうのであるが， 92年の調査時点までは経営
協議会との協定が締結され，実現に向けて動き出す可能性はあったのである [K. Fischer u. a., 
1996]。こうして多様なバリエーションは残しながらも，ドイツ的なモジュール生産を軸にした労働
組織が普及するという展望が，今まで紹介したようにシューマンたちの調査を，執拗なまでにドイ
ツの自動車工場の様々な実験の詳しい成果や問題点の摘出に向かわせたとみることができる。その
評価をする前に，自動車工場調査の最後に報告されている労使関係について新たな動向が芽生えて
いるのかどうかを見ておこう。
第四節 労使関係への影響
90年代にはいってからの経営側からする従業員参加の提案にもかかわらず，また，自動車産業を
中心に議論された新たな合理化に相応した利益代表といった意見の多さにもかかわらず，シューマ
ンたちの調査では，事業所レベルでの労使関係の実態は基本的には変わってなかった。変化への兆
しは既に見たように， 80年代末の実験の中でハイテク分野を中心に，経営協議会の高度な参加， I 
Gメタルの助言等の形で出ていた。多能化，技能の高度化は追求された。しかし，従業員の直接参
加は求められなかった。また，ローテク分野，特にベルトコンベアーの手労働に関しては， 90年代
まではほとんど手づかずであった。少数のシステムレギュレーターと多数の手労働者の分断は，協
議会の継続訓練と手労働の統合の努力によっては埋め合わされなかった。継続訓練は確かに多能化
を促進したが，低技能労働の統合は専門エのステータスを下げることになり，専門工の反発を受け
たし，保全作業の統合はこれまた保全工の抵抗で例外的にしか実現できなかった。経営にとってシ
ステムレギュレーターは専門工の職務であって，賃金コストの増大を導く半熟練工のシステムレギ
ュレータは一時的な処置であった。また，自動化を背景に若い専門工は増え続け，伝統的な自動車
専門エとして協議会の後ろ盾になっており，したがって，プロフェッショナル化に際して協議会は
彼らを脅かすような処置を取ることはできなかった。保全作業のライン現場への統合がなかなか進
まないのはそのためであった。他方， IGメタルのほうは，既に (1)で見たように， 80年代の合理
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化に対し「社会志向的な計画」を立てて対抗する姿勢は打ち出したものの，技術選択の助言に事業
所内労使関係に入るのは一部にかぎられ，多くの場合は消極的で，新たな問題は事業所内利益代表
機関に任せることになった [334ff.]。こうして，リーン生産の浸透と共にローテク分野でもハイテ
ク分野でもグループ労働と参加が求められ，高技能と改善活動にちなんだ創造性がグループやその
メンバーに要求されるようになると，それらは，協議会にとっても， IGメタルにとっても重大な
挑戦と映ったのである。事実自動車工場では，グループ労働の実施に関する経営協定が， 90年代に
はいって相次いだ。 91年にはオペルでプレミア賃金と並んでグループ労働協定が成立したし，ベン
ツやフォルクスワーゲンでもパイロットプロジェクトに関する経営協定が結ばれた。そして協議会
はグループ討議や生産計画・最適化問題への従業員の参加，さらにはグループ代表の選出などの事
業所内の新たな機能要件を受け入れなければならなくなったのである。そして現場ではグループが
直接利益代表として上司との間で交渉する可能性が出てきた。経営協議会は従来どおり，事業所内
の専門工，半熟練工，職員と分かれた分野の利害をそれぞれ代表する機能を捨てることはないだろ
うから，利益代表が事業所内で二重化するようなことも展望され始めたのである [Schumannu. a., 
1994a, 339f.]。こうして90年に入って事態は急速に進展し，ドイツ労使関係の変化はグループ労働の
動向にかかっていると，把握されたのである。
第五節 グループ労働の普及？
既に述べたように， MITの調査結果が報告されて以来リーン生産はヨーロッパで一躍有名にな
り，生産方法としてのグループ労働は90年代初めにはドイツでも急速な普及がみられた。その動き
は90年代中頃にも続いていたのだろうか。 IGメタルの調査では，自動車工業各社のグループ労働
実施の状況は第4-1表のようになっていた。 90年代初めの期待に添った普及とはいえないが，フ
第4-1表 ドイツ自動車工場のグループ労働実施状況（人）
Gr.1996年 GR.1997年 Gr./B 1996年 Gr./B 1997年
アウディ インゴルシュタット 683 700 2.90% 2.90% 
アウディ ネッカー スルム 2000 3000 20.80% 27.40% 
BMW ミュンヘン 7900 6741 36.10% 29.60% 
フォー ド ケルン 4363 na 21.40% 
フォー ド ザー ルイス 3500 5823 55.10% 91.50% 
ベンツ ウンター トュルクハイム 11571 12520 34.70% 37.60% 
オペル ボッフム 4000 5000 27.10% 34.20% 
オペル アイゼナッハ 1912 1960 100% 100% 
オペル ルュッセルスハイム 4242 na 17% 
ポルシェ ツッフェン 4487 4760 63.50% 65.80% 
VW ボルフスブルク 5476 7000 12.20% 15.40% 
出典： IG Metall, Daten aus der Automobilindustrie 1997 (注） Gr.: グルー プ労働従事者数 B.: 工場従業員総
数
32 
ドイツ的生産モデルとグループ労働（大塚） 219 
ォード（ザールイス）とGMが日本的経営の導入を意図して戦略的に設立したオペル（アイゼナッ
ハ）の特例を除けば， VW本社工場の意外の低さは目立つが，おおむね従業員の 3分の 1ほどでグ
ループ労働が展開されていることがわかる。急速な進展にブレーキがかかったのだろうか，またこ
のグループ労働はどのような内容のものなのだろうか。リーン生産の影響があって増加したのだか
ら， ドイツの生産システムに適合すべく様々に変容していることが想像されるが，実態はどうか。
グループ労働の特徴をつかむために， ドイツの機械工業の中心地域，バーデン・ヴュルテンベルク
の211の企業に関するアンケート調査を96年にW. プンガルトたちがやっている [W. Bungard/I. 
Jons, 1997]。85の企業から回答が寄せられ，うち84の企業がグループ労働を実施している。分析対
象企業は自動車産業，電気産業，化学，機械，ゴム・プラスチック産業にわたっており，自動車と
機械がほぼ50%を占める。グループ労働を導入して 5年以上たつ企業は16%, 2-5年は42%で，
あとは 2年以内の企業である。グループ労働導入のマネージメントコンセプトは， リーンマネージ
メントが一番多く (42%)ついでトータルクオリティー・マネージメント， 1S09000保証（品質保証）
となっており，人事・生産管理や，品質管理のためにグループ労働が導入されたことがわかる。プ
ンガルトたちがグループ労働を見る基準は，グループにオートノミーがあるかどうかであり，した
がってリーンマネージメントのためのグループ労働は「テーラー主義の変種」であって，経営ヒエ
ラルキーを崩すことはない。オートノミーについての質問項目は，労働時間や人事での意思決定に
グループがどの程度かかわっているかを聞いたものだが，休暇計画 (91%)や作業計画 (65%)ば
かりでなく，休憩時間やシフトについても45%ほどのグループが自主的に決めているし，グループ
内の作業配分 (95%)や作業テンポ (58%),段取り (73%)などでは自己調整的な設定を行ってい
るので，結構自律性は高いと思われるのだが，時間全体や超過勤務については規制できてないとし
てオートノミーにはなってないと判断されている。人事でも，エ数設定 (90%)や開発プランヘの
グループの参加は多いのに，採用や選別への参加が少ないとして，オートノミーが確保されている
とは見てない。新しいグループの場合，グループリーダーになるのがマイスターや班長が多いとい
うことも，自律性が少ないことの判断材料である。ブンガルトたちの表現では，「グループ内での内
部規制は自律的に行われている」のだが， リーンマネージメントであるわけは，それによって，「既
存のヒエラルキーや中央制御に影響を与えることなく，合理化ポテンシャルを汲み尽くす」 [118]
のを目的としているからであり，「人間化や民主化」には関わらないからである。既に見たシューマ
ンたちの調査では，労働の内容が多能化し，自律性を含むかどうかが「新しい生産概念」のポイン
トであり，労働の人間化に関わるグループ労働は多能化や高度化に必然的に伴う作業形態であった。
したがって強調点はさしあたりは労働の自律性であった。それゆえ，シューマンたちの基準からい
えばプンガルトたちの調査からは， ドイツのグループ労働がオートノミーを獲得する可能性はかな
り高い，と言う評価も可能だということになる。事実グループリーダーの選出は，グループ労働導
入後はメンバーによって行われることが多くなっている。オートノミーに関する以外の調査項目で
は，訓練投資がある。訓練の内容が専門技能やチーム形成上のノウハウに関するものに限られ，指
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導についての訓練はメンバーに対して行われてないとかの自律性限定の指摘があるが，グループ労
働にちなんで年間数日間にわたるような訓練が行われていて，訓練が活発化していることは明らか
である。賃金設定では，能率を基礎におく賃金設定方法の基本は変わってないが，グループ労働に
は団体プレミアや個人プレミアの形で追加手当が支払われて，生産性引き上げや改善提案を刺激す
るようになっており，その際の能率判定は個人に関しては上司がしているものの(68%),団体の能
率判定を上司がすることは少なく (30%), しかも将来は仲間やグループ自身が行っていくべきと考
えられていることが多いことなど，生産システムに関わる自律性の可能性を示す調査データもある。
このように，ブンガルト調査ではグループ労働の普及とその導入動機については明らかになるもの
の，実際のドイツのグループ労働の特徴については自律的なのかそうでないのか明確にはならない。
リーン生産についての認識が曖昧なのと，生産システムとしてグループ労働を見る視点が確立して
ないからだとおもわれる。この点でゲッチンゲン大学のシューマンたちがその後のグループ労働に
関する調査で確立した「構造保守的なグループ労働（もしくは労働政策）」と「構造革新的グループ
労働（労働政策）」の区別は， ドイツ生産モデルを基準にした90年代中頃のグループ労働の分析枠組
みとしてそれなりの有効性と説得性をもつことになった。 80年代から90年代初期の「新生産概念」
の普及，すなわち生産システム調整の自律性の度合いと，テーラーシステムからの離脱の実際を自
動車や機械の製造工場で調べたシューマンたちにとって，グループ労働の行く方向はある程度構想
可能であった。労働集約的な組立部門，特に最終組立部門ではなくて，部品加工部門で自動化の進
んだところが多かったが，システムレギュレーターによる自律的な生産は旧型熟練エゃ，上司の抵
抗を受けながらもすでに形を整えつつあった。マネージメントのほうでも労働力の多能な有効利用
が求められていた。ピオリ・セーベルや，シュトレークの説くドイツモデルは変えることなく「新
しい生産概念」＝労働の再プロフェッショナル化に突き進むことは可能だとされた。ドイツの2重の
職業訓練による専門工の存在は，多能化やフレキシビリティーに障害となりうるが，それは，チー
ムの形成で徐々に克服可能であり，そればかりか，チームに権限と責任を委譲することで，メンバ
ーは専門を超えたハイブリッドな知識を得ることになると想定された。分権的な組織（特にマイス
ター機能のチームをサポートする機能への変化），システムレギュレーターの投入，チームとチーム
リーダーヘの生産に関するマイスター権限の委譲などがその際の必要条件であった。権限の委譲が
制限されたり，自律性が妨げられたり，システムレギュレーターの投入でなかったりする「構造的
に保守的なグループ労働」コンセプトはリーン生産の流行でマネージメントの間で普及しているが，
シューマンたちの想定する新しいドイツ的生産システムではなかった [M.Schumann, V. Baethge 
-Kinsky, M. Kuhlmann, C. Kurz, U. Neumann, 1994c, 410ff., 1994b, 31]。こうしてシューマンた
ちの言い方では， 90年代にはいってグループ労働に関する様々な実験が行われた結果， 2つの区別
可能で相対立するグループ労働の方法が明確になってきた。とりわけシューマンたちにとって，「新
生産概念」にちなんだグループ労働を提唱することの支えとなったのは，ベンツで経営協議会との
協定で92年から行われていたパイロットプロジェクトが， STS理論でいうところの半自律的生産組
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織に近い生産組織の形成を認めた上で，その生産組織の生産性向上効果を測り始め，一定のポジテ
イヴな成果を出し始めていたからである。このパイロットプロジェクトの鑑定をベンツの労使から
依頼されて， 93年から96年にかけてその成否をつぶさに観察・調査したシューマンたちは，システ
ム調整的な「構造革新的グループ労働」が，経営も経営協議会もそして労働組合も賛成するドイツ
の可能な生産組織だと理解したのである。リーン生産は自律性を認めない点で「構造保守的なグル
ープ労働」に含まれることになった [D.Gerst, T. Hardwich, M. Kuhlmann, M. Schumann, 1995, 
43f., Schumann, Gerst D., 1996, 13lff.]。
ベンツでこのようなパイロットプロジェクトが行われるに至った経緯と，目的達成のためにとら
れた組織改革については，ベンツの労働政策部長シュプリンガーが詳しい。ベンツでは80年代末ま
でに労働の人間化によって生産性の向上をを達成しようという試みは何度も行われていた。組立工
程での静止作業と機能統合のために，サイクルタイムは30分以上に延長され，ボックスタイプの組
み立てや駆動台での組み立てが試みられ， 2分タクトの反復労働は後退し，頭上作業を無くすため
に，懸架旋回機が備えられた。自動化部門では，間接労働の統合が図られ，労働条件の改善が進ん
だばかりでなく，組み立て労働でも作業交代や労働内容の豊富化によって単純半熟練工のレベルは
超える労働となっていた，と言う。ただそのような措置にするに当たっては，投資効率のような経
済性はあまり考慮されてなかった。価値観の変化に対応するとか，協働者のモチベーションに関連
することが議論されていた。 80年代にベンツで問題になっていたのは，すでに本論でも何回か論じ
たように，熟練資格所持の若い専門エが労働集約的な職場で働いていることであった。ベンツでは，
80年代末に特にこのような若い労働者のアプセンティズムが目立っていた。そしてこのアプセンテ
イズムによる生産性の低下と費用の増加を押さえること，が当面の経済目的であった。ただシュプ
リンガーによれば，このモチベーションの低下を原因とする欠勤には，出勤者による超過労働や生
産計画の後退で埋めあわせを図るわけにはいかず，生産計画上の予備要員を得ることで調整した。
そしてこの予備要員が確保されるかぎりで，多少彼らの習熟問題が出ても，通常の生産活動では労
働者からもマイスターからも特別問題視されなかった。そして，上記の様々な労働の人間化措置は，
いったん欠勤率を下げても予備の要員がいて財政的に賄えることがわかると，またすぐもとに戻っ
てしまうというように，その効果を発揮しなかった。また労働が魅力的になってモチベーションが
上がっても，それが生産効率の改善に導くわけではなかった。そして日本の経営の特殊な生産計画
や標準時間やコントロールの仕方，労働者がその労働において平均的なノルマから乖離することを
排除できなくても極めて困難にする労働の仕方が，上記のようなドイツの「安全哲学」からの離脱
を余儀なくさせた [R.Springer, 1994, 226ff.]。実際， 90年代の初めにベンツが行った日本の自動
車工場との比較では，ベンツの経営組織や分業のあり方は効率性やフレキシビリティーの多くの点
で劣っていたのである。たとえば，品質保証では二度手間があったし，故障時間は長く，あまりに
きつく職務を分割したことから来る職務遂行の遅れ，労働者のフレキシビリティーのなさ，そして
分業の結果としての熟練技能や訓練の未消化などが指摘された。いままでは能率を刺激するには，
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賃金設定の基準になる標準時間のテストを行い，パフォーマンスの目標を上げればよかった。しか
し，熟練工たちの期待や関心はそれでは満たされず，標準時間のテストや引き下げは常に大きな抵
抗に遭った。もともとテーラーシステムが要求する，厳しい分業と，高いパーフォーマンス，単調
で反復的なタスクは多数の熟練エ（あるいは非関連職の資格所持者で自動車工業で働く半熟練工層）
の存在ということ自体とは両立しなかった。かつてベンツでとられた「労働の人間化」策はこれら
熟練工の潜在能力を引き出し，過剰能力を吸収するためであった。 90年代初めにベンツがとった合
理化の方向は，こうしてテーラーシステム的な方向ではなく，労働の人間化政策と関連したポスト
テーラー的な，つまり分業を削減し，未利用の労働能力を使えるようにする方向であった。この合
理化政策が生産性の向上と費用削減，さらには労務費の削減につながるためには，課業統合などに
よる労働システムの変更を労働者自身が最適化していくことが必要であった。そしてこの改善を促
進するためには労働者の協力が不可欠であった。以上の結果， 92年には経営協議会との経営協定が
成立し，グループ労働が導入され，計画分野にまで広がる職務拡大と統合を図り，生産現場に責任
と権限を委譲し，生産性の改善を図るために， 1万人規模の従業員 (10%) を対象にパイロットプ
ロジェクトが実施されたのである [R.Springer, 1997, 274f., 1994, 231]。シューマンたちの鑑定結
果を見る前に，経営協定に基づきこのプロジェクトを成功させるためにベンツ側がとった条件整備
のいくつかをあげておこう。グループは 8人から12人で形成され，グループリーダーがメンバーか
上司の提案で選出された。労働時間内に定期的な集会が開かれ，生産や労働にまつわる問題が討論
された。労働•生産システムの最適化はかつては合理化スペシャリストの仕事だったが，インフォ
ーマルには現場労働者が調整し，最適化しているのは知られていた。これをフォーマルにして顕在
化させようと，プレミアム付きの提案制度が創出された。すでに (1)のQCサークルのケースで
見たような，官僚的な手続きによる提案意欲の減退を避けるために，事業所指導層の判定能力の強
化がなされ，労働者の提案が上司との直接的な取り決めで小さなものは即実施可能となった。改善
提案は労働密度の高度化とエ数削減に導くことがあることから，この悪影響を緩和するため賃金に
プレミアムが設定され，しかも雇用の安定を目指す政策が展開された。また，「マイスタープログラ
ム」でマイスターの機能が変わった。生産計画部や上司にあった意志決定権限がマイスターに移さ
れ，マイスターと部長の間の意志決定機構が減らされるかあるいはなくなった。改善活動を援助す
るために，生産・労働経過の欠陥を見つけ，改善目標の設定や検討をすることがマイスターの重要
な仕事になった。生産性やコストの目標をグループに伝え，フレキシプルな人事配置の了解を得る
ようなこともマイスターの仕事になった。また流れ作業の原則に従って，個々の生産単位間で調整
される標準能率を維持するのはさけられないが，労働者の労働がそこから多少の乖離をするような
フレキシビリティーを確保してやることも彼らの役割であった。グループ労働に半自律性を与える
ためには，与えられる標準能率は一つの目安であって，厳格に守られるべきノルマではない，とさ
れたのである。その他，重要な改革に，賃金設定があった。シュプリンガーによれば，ベンツでは，
賃金と能率の関係を切り離し，個々人の超過収入を可能とするような本来の能率給を導入する計画
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があった。アコード賃金が深く根を下ろし，個人の賃金と個人の能率が厳密に結合しているので，
大量生産の工場では，一定の能率に固定賃金が支払われることが多くなった。つまり一定の能率＝
計画上の標準時間に基づく標準能率を少し超える量，をこえて労働者はそれ以上能率を上げなかっ
た。それ以上上がれば，計画標準時間が再測定され，結局労働密度が上がったからである[R.Sprin-
ger, 1994, 23lff]。このような賃金面での能率向上の障害を克服する試みがあった，ということは明
記されてよい。以上がグループ労働展開の条件整備であった。パイロットプロジェクトの結果を見
よう。
シューマンたちが96年までに調査対象にしたのは， 4工場の10のプロジェクトでいずれも 1年以
上経過したもので，うち自動化率の高い資本集約的な生産でのプロジェクトは4つ，ェンジンと完
成車組み立ての労働集約的な生産でのプロジェクトが6つであった。
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第 6-1図 グループ労働の総合評価
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縦軸：労働の改善に関するプロジェクトメンバーの評価横軸：グループ労働の総合評価点
TSl: ディスクプレーキ自動生産部門 TS2: 自動車体組み立て部門 TS3: 切削加工部門
TMl: 排気マニホールド生産部門 Ml: 最終組み立て完成車部門 M2: 最終組み立て内装
M3: 最終組み立てエンジンルーム，ディスクプレーキ等 M4: エンジン組み立て
M5: 最終組み立て（有蓋部分） M6: 最終組み立て車軸，クーラー等
出典： Schumann M., Gerst D., 1997, 148 
第 6-2表 グループ労働の総合的評価
TSl TS2 TS3 TMl Ml M2 M3 M4 M5 
直接労働の課業範囲 5 4.5 5 5 2 2.5 3 2.5 4 
間接労働の課業範囲 4 4 3 4 1.5 1.5 1.5 2.5 1.5 
指令的業務の範囲 2.5 3 4 4 2 1 1 2.5 2.5 
周囲との協動 2 3.5 3 4 1 1 1 1 1 
仲間との協動 3.5 4 4 3 2 1 2 2 2.5 
自立組織／行動余地 4 5 5 5 3 2 2 3 3 
配置の柔軟性 4 4.5 4 4.5 4 2 4 4 3 
負荷調整の可能性 4 4 4 3 2 1 1.5 2 2.5 
技能・知識の必要性 4 3.5 4 3.5 2 1 2 2.5 2.5 
総合評価範囲 33 36 36 36 19.5 13 18 22 22.5 
出典： Schumann M., Gerst D., 1997, 147 (注） l=大変少ない， 5=大変高い
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各鑑定項目を 5段階評価した第6-2表と，第6-1図がその総合評価結果である。
表と図から明らかなことは，自動化率の高い資本集約的な工程で半自律的なグループ労働が成功
裏に実施されていること，労働者の労働条件に関する評価も TSlを除いておおむね高いこと，労働
集約的な組立工程では，半自律的グループ労働は実施が難しく，成果はあまり大きくないこと，労
働者の評価もM4を除けば低いことである。
資本集約的な工程でのプロジェクトではTS2とTS3が成功例である。TS2はロボット導入で自動
化された車体組立工程のグループで，かつてのベルトコンベアーの組立工が継続訓練でロボットの
プログラムなどの知識を得てシステムレギュレーターとなったものがその多くのメンバーであっ
た。システムレギュレーターはロボットの監視や，故障除去，簡単な保守，プログラム最適化など
のシステムレギュレーターの課業のほか，ワークの脱着，品質コントロール，手直し労働などをグ
ループ内での管轄としている。労働配置はグループで決めている。間接労働や指令業務も高い価値
が置かれているので，プロジェクトの展望として工程計画や最適化の中に取り入れられるのは間違
いない。工程計画を技術的に進めることで周辺分野との協働がある。相互の助け合いやローテーシ
ョン，行動余地の存在などで，負荷の調整がある。自律組織は対マイスターとの関係や専門部門と
の間で維持されていて，規則的な集会が合意に基づく意思決定やグループに関連することを学ぶ機
会を提供している [M.Schumann, D. Gerst, 1997, 145f.]。
TS3は切削加工のグループである。大量の小型部品の多品種生産職場で，グループ労働形成前は，
システムレギュレーターがマシン一台を担当し，個人アコードで働いていた。労働者の技能や知識
の水準はかなり格差があり，複雑な加工作業の訓練は少数に限られた。仕上げエがいて仕上げ調整
をやり，粗形部品や工具を補給していた。グループ形成とともに，多能化や多台持ち化が促進され，
調整工はいなくなって，工具や器具への管理責任がグループにおりるとともに，段取りやプログラ
ムの最適化や品質管理，改善活動などの機能が統合された。メンバーの同質性を確保するために，
技能と知識の水準の向上が図られた。プログラミングの知識は継続訓練で与えられた。周辺業務と
の協働が進み，保全工とばかりでなく，生産準備や生産計画での協働も進んだ。自律組織としての
行動の余地はかなり拡大して，シフトプランを作り，機械の配置を組織した。経営協議会の協力を
得て，標準計画時間からのかい離の程度も決めている。賃金は固定され，したがって包括的な改善
活動の余地が生み出された，という。メンバーに選出されたリーダーが仲介役となって，指令業務
や集会を通して仲間との協働は進み，自律性は高まったから，かつての指導層の機能変化は明らか
であった。グループの自律化や生産管理に関する一部指令業務の引き受けで，マイスターは今やよ
り上位の，職場を超えるレベルでの調整や間接的な製造分野の生産計画に関わるようになった。こ
うして，グループ形成によって，労働者の反応は一般的には労働負荷が高くなったとするのである
が，この切削加工のグループの場合は， 38%がよくなった， 60%が前と同じと答えている。行動余
地の存在と，自律性の高まり，固定賃金などが負荷の増加を押さえたのである。グループ労働の将
来性もメンバーの88%が賛成している [M.Schumann, D. Gerst, 1996b, 136ff.]。資本集約的な生
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産でのプロジェクトで，あまり成果が芳しくないのは， TSlであるが，ディスクブレーキの自動生産
職場のプロジェクトチームである。この職場はコスト削減で人が足りない中でのグループ化が行わ
れたケースである。グループは目標数量を達成することを求められたために，予定された難しい保
全業務やプログラミング作業を統合するための訓練時間が取れず，したがってグループ形成は労働
負荷の引き上げに結果したとの意識が強かった(79%)。にもかかわらずメンバーのグループ労働ヘ
の評価はまった＜ネガティヴではなかった (48%がポジティヴ）のは，間接的，指令的業務（機械
の調整，工具交換，保全，プログラム最適化）が統合されたからだという [Ibid.,142]。
労働集約的な組立部門は，ベルトコンベアーの上で働くタクト労働であるが，ここに導入された
グループ労働は，全体として半自律組織の特徴を帯びることは少ない。しかし，半自律組織への方
向を認めることができるプロジェクトもあった。 M4がそうなのだが，まず失敗のケースである，
M2を見てみよう。 M2の部署は屋根の内装部品，ヘッドライト，モーターとの連結部品などを取
りつける作業をおこなっているが，グループ化に際して人員の削減が行われ，計画標準時間が短縮
されたので，要員計画とローテーションの機会がグループに当てられても配置の柔軟性や多能化を
実現することはできず， 5つの組立作業のうちメンバーは一つかせいぜい二つの職務しかこなせな
かった。間接作業や指令的作業の統合はもちろん不可能で，それらはリーダーが担当していた。こ
こではグループリーダーは「疑似班長」であった。グループ労働自体は反復性が強く，専門性に欠
けていたので，このプロジェクトでのグループ労働への評価は，負担が増えたというメンバーが82
％に上ったばかりか，労働条件改善や仲間との協働などあらゆる項目で低い評価となった [1996b,
152]。他方， M4は典型的なベルトコンベアー労働で，ェンジンの組み立て（エンジンの支え，冷
却水管，伝動装置，クラッチ，スターター）を 1から 2分のサイクルタイムでやっている半熟練エ
職場のグループ労働プロジェクトであるが，表6-2や図6-1から，半自律に向けた動きがあり
労働者の労働条件改善評価も高い。メンバーはすべての組立作業をできるばかりでなく，最終検査
や手直し，資材管理までこなす。指令業務としては，エ数や配置計画を引き受けるばかりでなく，
ベルトのタクト数の決定にも参加している。つまりグループは，どのくらいの人数で，またどのく
らいの部署でベルトが動かされるかの決定に関わっているのである。各6, 8, 10, 12人構成のタ
クトを選べば，組み立て部署の数だけでなく，個々の作業配分やベルトのスピードが変わる。それ
らの規制に関わっているのである。シューマンは，ここからすべてのメンバーがベルトから開放さ
れ，別のタイプの動作になるような課業を引き受ける可能性を示唆している。そして自律性はかな
り拡大していると見ている。事実，要員管理をし，グループ集会で自由に討議している。機能統合
によって行動余地も拡大しており，タクト拘束も緩んでいる，という。こうして労働負荷が高まっ
ているにもかかわらず，負荷の規制余地が増加することで，メンバーのグループ労働への評価が高
くなっているのである。組織的には，マイスターの協力を取りつけたのが大きい，という。それか
ら，能率規制に関与していることで満足度は高まっているのだが，この場合，タクトの選出やベル
トのスピードは，グループの自由が利くわけではない。競争力や前後工程が損害を受けない限りで
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グループのタクト設定への参加が可能で，またバッファーを置くことによってこのような能率規制
が可能になっているのである。ともあれ，以上のようなグループ労働の導入の結果，労働条件改善
はメンバーの80%近くが認め，将来も参加するというメンバーは84%と高率で，その他仲間との協
働や周辺との協働，面白さなど，労働負荷（悪化19%)を入れても，各項目のいずれでも評価は高
かった [Schumann,Gerst, 1996b, 148ff.]。このような半熟練職場のグループ労働への評価の高ま
りを見て，シューマンたちは， 93年の調査結果を修正している。つまり，すでに紹介したように，
80年代のドイツの自動車工場の最終組立工程では，ベルトからの離脱の方向のみがシューマンたち
のポジティヴな評価を受けていた。自動搬送機を軸にシステム調整的な熟練工のグループが構想さ
れていた。しかしM4の事例を参考に，ベンツでのグループ労働の鑑定は，「反復的な生産労働でも」
チャンスがあるということを示していた。つまり短いタクト労働が設定されても，職務設計上の余
裕があって，労働負荷の規制や自分たちの時間節約，人材節約のための条件改善をし，反復的でな
い内容豊かな職務を受け入れたり，広範な自律組織や自由の度合いを上げたり，責任ある共同参加
で実行労働の非自律性を相対化する，といったことは可能である，とされた。そしてこの労働の豊
かさが，労働の反復性を打ち破り，他のタイプのルーチンでない動作を構成部分として受け入れた
ときに，新しい労働の次元が広がり，そこで「構造革新的なグループ労働」が成功を収めるのだ，
というのである。ベルトコンベアー労働の克服は当然としながらも，それに至る過渡的な自律性の
高いグループ労働の可能性を認めたということだろうか。シューマンたちの表現では，「従業者が客
体からでて，共同設計者になることは，物を製作する分野でも変換のシグナルである。確かにシス
テムレギュレーターに比べれば，狭い行動範囲と労働負荷のためにより防衛的で，弱々しいとはい
ぇ，自らアクターになることはベルト作業であっても，それを経営内の新しい社会的了解に導くこ
とがある」ということであった [M.Schumann, D. Gerst, 1996b, 155]。
以上のように，ベンツのグループ労働に関するシューマンたちの鑑定結果は，自動化された機械
加工部門ではおおむね良好な，そしてまた，労働集約部門では全体として，機械化部門ほどには良
好な結果は出なかったが，マイスターや保全工の協力が得られれば持続可能な内容を持ったグルー
プ労働が可能であるということがわかった。それを数量的に示しておけば，以下のようになる。プ
ロジェクト参加労働者の内，資本集約部門の77%,労働集約部門の56%が将来もグループ労働をす
ると答えており，どちらとも言えないはそれぞれ10%,23%であった。労働者のグループ労働受容
は明らかであった。またグループ労働の導入で労働条件の改善と経済性の追求という目標を達成で
きると答えているものは，資本集約部門で， 62%,労働集約部門で39%と，組立部門の労動者に否
定的見解が多かった。労働負荷の増加経験が組立部門のほうが多かったからであろう。それでも，
M4, M5などの例のように，組立部門でもグループ労働の成果の高いところは，たとえば， M4
では58%が両方の目的を達成可能と答えていた。したがって，組立部門でも可能性はあった。そし
て注目すべきは，経済性の改善提案や費用削減に参加すべきと答えた労働者が，全体で79%と高い
数字を示したことである。資本集約部門では86%,労働集約部門では78%が肯定していた。そして
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このような合理化への参加を拒否するものは一人もいなかった [M.Schumann, D. Gerst, 1996a, 
44f.]。こうして以上を総合すれば， ドイツの自動車工場では「構造革新的なグループ労働」が生産
現場に適応可能であり，長期的に見れば定着していくものとされたのである。ところで，以上見て
きたように，シューマンたちの調査はもっぱら労働者の反応をグループ労働に関して調べたもので
あった。労働者の受容が高く，合理化参加意欲が高いだけでは，プロジェクトが成功かどうかはわ
からなかった。経済的な成果が展望できることがこのプロジェクトの継続実施と全面化の前提であ
った。そしてベンツ側の判定では，長期的に見れば経済的にも効果があった。初期にかかった，継
続訓練コスト，高度化した技能への労働コスト，そして時間内グループ集会の機会コストなどは，
グループ労働が日常化するにしたがって下がるばかりでなく，製造時間の短縮や，予備要員の削減，
生産要素の稼働率の引き上げ，品質の向上，改善活動，欠勤の低下などのグループ労働の効果がそ
れら費用を償却するばかりか，中期的に見れば生産性引き上げをもたらし，追加的利益を出すこと
に貢献するものとされたのである [M.Schumann, D. Gerst, 1996a, 48f., 1997, 154, Schumann, 1997, 
222]。95年から96年時点でのベンツ側の判断では，総合的に見て何とかうまくいきそうだ，という
ことであった。事実92年のグループ労働に関する経営協定は95年にも継続され，シュプリンガーは，
初期にかかる経済的負担や組立部門で職務拡大が労働負荷をあげて作業余地を奪うことへの警告を
怠らなかったのだが，彼の予測でもグループ労働は「1, 2年のうちに50%を超える」とのことで
あった [R.Springer, 1996, 71, 1997, 288]。この予想は 6-1表を見れば外れていくのだが，それ
については後に述べることにして，ベンツ側のこのような評価があって，シューマンたちの「構造
革新的グループ労働」への確信は大きくなっていた。半自律的グループ労働の特徴を備えてないグ
ループ労働は，日本のチーム労働も含めて「構造保守的なグループ労働」として低位に置かれるこ
とになった。その定義はおおむね次のようなものである。「構造保守的グループ労働」はテーラー的
組織原理からほとんど離れず，労働のルーチン化と標準化で高い生産性を発揮しようとし，そのた
めにベルトコンベアーを利用する。労働の人間化措置は，職務拡大もローテーションも制限され，
特に間接労働の統合は強く制限される。生産に関する意思決定などで自律の余地は少なく，チーム
リーダーは班長として経営側の意志を代表している。能率に関する要求は経営のヒエラルキーから
でており，配置や工数に関する決定権限は上司が行っている。指導階層はその専門化機能を末端ま
で明確にしていて，計画と実行の分離は明確である。そして，このグループ労働でも，労働力の効
率利用のために，イニシアテイヴと自己責任を，品質管理や改善で容認することはあるが，それに
よる人材開発のチャンスは極度にかぎられている。また上司に任命され，手当ての支払われたチー
ムリーダーがラインの指導をになっていて，自律性はグループには与えられてない。チームの労働
意欲は金銭的刺激のみによって高められ得ている。そしてこのような「構造保守的なグループ労働」
が，景気が好<'労働市場が逼迫していて，コスト削減といった短期的な成果を企業が求めるとき
には導入されるのだが，限界は明らかである。つまり，約束が果たされなかったり，動機を刺激す
るものがなくなったり，過度の能率引き上げが求められたりすれば，このような労働政策への反応
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は，新たなコンフリクトを生みだすということである。事実，シューマンたちの見解では，日本の
北米進出工場が「構造保守的グループ労働」の事例としてあげられている。マツダ北米工場やトヨ
タとGMの合弁事業NUMMIのあんどんやジャストインタイム，そして標準時間の改変といった，
無駄を省くシステムを「ストレスによる管理」と描いたパーカー・スローターの著書が参照され，
マツダのミシガン工場で1988年夏に起きた，組立工場従業員のラインスピードアップなどを原因と
した自発的ストを描いたフッチーニの著書が引用されている。 GMとスズキ自動車の合弁事業
CAMIは，オペル・アイゼナッハ工場のモデルと把握されているのだが，ここで起きたエ数問題や
グループリーダー選出の際のえこひいきなどを原因とした争議も関連した事例である。シューマン
達の見解では，少なくとも1955年時点で，「構造保守的グループ労働」の例はドイツではなかった[D.
Gerst, T. Hardwig, M. kuhlmann, M. Schumann, 1995, 43]。こうしてドイツの生産モデルとされ
る，「高品質，高技能，高賃金」を前提にすれば，ドイツ産業にとってグループ労働の選択肢は「構
造革新的グループ労働」に限られてくる。事実シューマンたちは， ドイツモデルを支える二重の職
業訓練と二重の利益代表システムを維持しつつ，それに多少の変更を加えることで， ドイツの産業
がとるべき「構造革新的な労働政策」によってドイツモデルをより発展させることができると考え
ているのである。職業訓練制度に関しては，専門をよりハイプリッドに統合することによって，ま
たグループ労働を取り込むことによって対応が可能であるし，二重の労使関係は，グループの自律
化でいわば3重の労使関係に変転することによって対応が可能だとするのである。すなわち経営協
議会はアコード賃金のときのように，ェンジニアーと生産性や標準労働の交渉はせず，生産をめぐ
る規制は半自律集団とマイスターによって行われるようになる。したがって協議会の機能は苦情処
理に限定されていく等，の変化が起こるが， IGメタルがグループリーダーを組織できればドイツ
のコーポラティズム的労使関係に大幅な変化は生じないだろうと。 [M.Schumann, V. Baethge-
Kinsky, M. Kuhlmann, C. Kurz, U. Neumann, 1994c, 410f., Schumann M., 1997,, 222]。
注
1 後に言及するが．生産管理が日本のトヨタ式生産方式においては実にシステマティックで．生産計画を軸に OJT
や工数の増減やQCなどあらゆる面で絡み合っていることを明確に実証しているのは，中村[K.Nakamura, 1999] 
である。インドネシアのトヨタ工場の事例が．どこまで日本国内の工場のケースと同じかは,NUMMIのケース[P.
Adler, 1993]と同じように興味のあるところであるが．これらの研究から引き出せる結論は，まさに大量生産に付
き物のバランシングロスをトヨタではどう解決してきているか，が明確になる．ということである。 STSの理論家
F. エメリーがテーラーの作業分割方式では．技能水準に差がある限り，必ずバランスロスが発生するとして，ボ
ルボのカルマール工場の実験の意義を紹介しているが． トヨタ方式との関連で興味深い。バランスロスの発生は次
のように説明される。 MTM方式でラインバランスをとるようなアルゴリズムを考える場合，ほとんどのアルゴリ
ズムは. 1ラインに 1シフトで1労働者が仮定されており，また，平均して，異なったオペレーターが同一のペー
スで働き，平均して，個々のオペレーターが1シフト同じペースで働き，平均して，サイクルタイムは関係なく．
平均して,OJTは無いものとされ，平均して，部品と装備に差異はないと仮定されて，算定されている。個々の平
均レベルがすべて維持されるとされており，それらが合成されてラインバランスがはじき出されている。明らかに
合成の誤謬があり．したがって実際の生産現場では，計画標準時間は維持されず．常にバランシングロスが発生す
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る，というわけである。バランスを調整し回復させるために監督者層が発展する。労使が階級的な関係にあって，
コミュニケーションが悪いと，さらに悪化するから，ワークの細分化は進み監督による厳格なコントロールが敷か
れる，といった面を常に持っている。バランスをあわす方法は，技能水準のまったく低い不熟練労働者だけに自動
車の組立作業を担当させることであるが，アメリカでも移民労働者の時代は去って，この方法は使えない。したが
って，職務の拡大と，豊富化をして多数の最適技能水準に合わせるというやり方があるが，工メリーによれば，こ
れは少数派に負担を課すことになるし，タスクだけの解決であって，バランスやペースといったシステムの他のパ
ラメーターの問題は残るという。これらパラメーターはシステムとなっていて，一つのパラメーターの変化があれ
ば他のパラメーターも変化を余儀なくされる。そしてパラメーター間の変化を含めて工程設計をしようとすれば，
大幅なラグタイムを入れなければならず，流れ作業の大量生産では，このような予防的なラグタイムを工程設計に
入れるのは難しい。カルマール工場の実験の意義は，ベルトコンベアーを取り除いたことではなくて，このような
問題に対処するために，サイクルタイムとバッファーを半自律集団に与えて，生産のコントロールとペース配分を
自律集団内のメンバーでやることにしたことだ，という。小グループの現場とお互いをよく知ったメンバーが学習
しながら， MTMやアルゴリズムができなかった流れ作業の大量生産ラインの設計をグループによる自律的作業を
可能にするように作り変える， ということが予定されていたのである [F.Emery, 1976]。生産管理を生産の現場に
委譲する，ということがここでのポイントなのだが，そのことによってバランシングロスを発生させる要因のすべ
てではないにしても，官僚制や監督・コントロールにまつわる多くの問題が克服可能になる， とと想定されている
のである。事実，後述のように，ベンツの半自律集団の導入実験で，成果の高いエンジン組み立てのグループ労働
M4は，このエメリーが描くカルマールの組立工場の半自律集団とほぽ同じ機能を果たしている。
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